
所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19年度 平成１8年度

100% 100%

人件費 円 0.2 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

事業の
スケジュール

安全で安心な学校環境づ
くりは、安定した暮らし
を支える環境づくりに貢
献している。

全小学校15校に学校管理員を配置し、登下校の見守りや校門の施錠確認等を行い、児童の安全対策を図
る。

小学校の児童の登下校の見守りおよび在校中の児童の安全を図る。

人権行政
推進の視点

事業の目的

事業の概要

説明 今後、本事業を進めていく中で、勤務時間と学校休業期間中の対応について検討が必要である。

目標値

学校管理員がいる時間には不審者侵入もなく一定の成果があっ
た。

完了

実施計画事業調書

1,800,000 （正職員

100%

管理員設置率：管理員配置学校数／小学校数

事務業務委託料　20,524,155

実績値

20,524,155

10,262,000

10,262,155

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

公立小学校安全緊急対策事業

事業費総額

特定財源
事業名

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

廃止検討

人権行政
推進の成果

本事業により不審者の侵
入がなくなる等、安全で
安心な学校環境づくりが
推進できた。

指標100％を維持する。

平成１7年度

平成17年5月より全小学校15校に管理員を配置し児童の学校生活
の安全を図っている。平成18、19年度については年度当初(4月)
より学校管理員として大東市シルバー人材センターと委託契約し
ている。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19年度 平成１8年度

指標 3.66% 4.39%

人件費 円 6.8 人） （非常勤職員等 8 人）

○継続

平成１7年度

ABS樹脂製食器等への入替（北条小）
外付けボイラーの設置（北条小）
食器洗浄器・食器消毒保管器の入替及び増設
立体炊飯器の設置（北条小）
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

事業の
スケジュール

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

小学校費

給食調理委託事業

事業費総額

特定財源
事業名

教育費

事業費内訳

学校教育部

239,490,871

新設改良工事請負費（単）　7,486,500

庁用器具購入費　2,532,600

事務業務委託料（債）　14,282,100

実施計画事業調書

85,200,000 （正職員

5.82%

残菜率（食べ残しの少なさ）

消耗品費　1,685,838

事務業務委託料　213,503,833

実績値

239,490,871

事業の目的

事業の概要

説明

目標値

栄養士の配置は、調理業務の履行確認としても機能している。ま
た、献立の創意工夫や昨今増加している食物アレルギー除去食の
作成などにより、児童一人ひとりの症状に応じた給食の提供を行
うことによって、栄養面・健康面に配慮しながら、残菜率を低減
することができた。

完了

児童に対し、安全・安心
な給食を継続的に提供す
ることによって、学習お
よび教育を受ける権利の
保障に寄与した。

児童の健全な心身形成の
ため、安全・安心な給食
を継続的に提供する。

小学校の学校給食調理業務の効率化を図るため、調理業務の民間委託を行う。
給食用消耗品および備品、施設の整備
学校栄養士の配置

食育の推進
給食調理業務の効率的な運営
安全で衛生的な食の提供

人権行政
推進の視点

6%(全国平均）以下を維持する。

給食調理業務を民間委託することにより削減された人件費を、給食用消耗費および備品、施設の整備に
あてている。
今後の推進に当たっては小学校の統廃合も考慮しながらトータルコストを見据えて進めていく必要があ
る。

廃止検討

人権行政
推進の成果



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成21 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 20%

人件費 円 0.4 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

平成１7年度

平成19年においては、校舎の耐震業務、実施設計業務並びにエレ
ベーター設置にかかる地質調査設計業務委託について実施。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進してい
るところである。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

四条南小学校大規模改造事業

事業費総額

特定財源
事業名

17,708,250

設計委託料　8,507,100

実施計画事業調書

3,600,000 （正職員

工事進捗率

調査研究委託料　9,201,150

実績値

17,708,250

事業の目的

事業の概要

説明
学校施設は主として児童・生徒が使用・利用するが、災害時、催し等においては市民の利用も多く、学
校施設の利用は増加が見込まれるため、耐震補強による安全性の向上以外に老朽化の改修等についても
継続的な対応を検討していく必要がある。

年度までに
目標値

耐震診断の実施により、現在の学校校舎の全体的な危険ならびに
安全の状況が確認・把握できる。

完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

法令に基づく耐震補強工事と併せて、築20年以上の建物の老朽化に対する屋根防水、外壁、窓、建具等
の改修及び教室内部等の改修工事を実施する。

施設建築物の老朽化に対し、環境回復と良好な教育現場を維持するため、施設機能と建物の耐震性能の
向上を図る。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成20 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 20%

人件費 円 0.4 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

平成１7年度

平成19年においては、18年度に実施の耐震診断業務、実施設計業
務およびエレベーター設置にかかる地質調査設計業務委託につい
て実施。
平成20年度においては耐震補強を主として屋根、防水、外壁等の
改修、エレベーター設置工事を実施する。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進してい
るところである。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

三箇小学校大規模改造事業

事業費総額

特定財源
事業名

13,753,950

設計委託料　7,492,800

実施計画事業調書

3,600,000 （正職員

工事進捗率

調査研究委託料　6,261,150

実績値

13,753,950

事業の目的

事業の概要

説明
学校施設は主として児童・生徒の使用・利用を行うが、災害時、催し等においては市民の利用も多く、
今後利用は増加が見込まれ、安全性の向上以外に老朽化の対応についても継続的な検討が必要と考えら
れる。

年度までに
目標値

耐震診断実施により、現在の学校校舎の全般的な危険並びに安全
の状況が確認、把握できる。

完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

法令に基づく耐震補強工事と併せて、築20年以上の建物の老朽化に対する屋根防水、外壁、窓、建具等
の改修及び教室内部等の改修工事を実施する。

施設建築物の老朽化に対し、環境回復と良好な教育現場を維持するため、施設機能と建物の耐震性能の
向上を図る。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

起　債

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 100% 20%

人件費 円 0.44 人） （非常勤職員等 0 人）

継続

平成１7年度

平成19年においては、18年度に実施の耐震診断業務、実施設計業
務並びにエレベーター設置にかかる設計業務の結果に基づいて耐
震補強を主として、屋根、防水、外壁等の改修、エレベーター設
置工事を実施。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進でき
た。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

事業費総額

特定財源事業名 灰塚小学校大規模改造事業

34,833,424

工事監理委託料　3,570,000

印刷製本費　1,574

104,200,000

実施計画事業調書

3,960,000 （正職員

工事進捗率

新設改良工事請負費（国）　205,502,850

実績値

209,074,424

70,041,000

事業の目的

事業の概要

説明

年度までに
目標値

耐震診断の結果から、現在の学校校舎の全般的な補強の実施によ
り安全性が確保できた。

○完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

法令に基づく耐震補強工事と併せて、築20年以上の建物の老朽化に対する屋上防水、外壁改修、窓建具
等の改修及び教室内部の改修を実施する。

施設建築物の老朽化に対し、環境回復と良好な教育現場を維持するため、施設機能と建物の耐震性能の
向上を図る。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

起　債

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 100%

人件費 円 0.44 人） （非常勤職員等 0 人）

継続

平成１7年度

平成19年においては、18年度に実施の耐震診断業務、実施設計業
務の結果に基づいて耐震補強を主として、屋根、防水、外壁等の
改修工事を実施。

30

事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進でき
た。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

事業費総額

特定財源事業名 住道北小学校大規模改造事業

26,654,500

工事監理委託料　2,982,000

79,800,000

実施計画事業調書

3,960,000 （正職員

工事進捗率

新設改良工事請負費（国）　165,028,500

実績値

168,010,500

61,556,000

事業の目的

事業の概要

説明

年度までに
目標値

耐震診断結果を受けて学校校舎の全体的な補強を実施して、安全
性が確保できた。

○完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

法令に基づく耐震補強工事と併せて、築20年以上の建物の老朽化に対する屋根防水、外壁、窓、建具等
の改修及び教室内部等の改修工事を実施する。

施設建築物の老朽化に対し、環境回復と良好な教育現場を維持するため、施設機能と建物の耐震性能の
向上を図る。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

起　債

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 100% 20%

人件費 円 0.44 人） （非常勤職員等 0 人）

継続

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

法令に基づく耐震補強工事と併せて、築20年以上の建物の老朽化に対する屋根防水、外壁、窓、建具等
の改修及び教室内部等の改修工事を実施する。

施設建築物の老朽化に対し、環境回復と良好な教育現場を維持するため、施設機能と建物の耐震性能の
向上を図る。

人権行政
推進の視点

事業の目的

事業の概要

説明

年度までに
目標値

耐震診断の結果により、現在の学校校舎の全体的な補強を実施す
ることにより、安全性が確保できた。

○完了

実施計画事業調書

3,960,000 （正職員

工事進捗率

新設改良工事請負費（国）　281,563,566

実績値

289,018,566

107,435,000

50,483,566

工事監理委託料　4,515,000

設計委託料　2,940,000

131,100,000

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

事業費総額

特定財源事業名 泉小学校大規模改造事業

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進でき
た。

平成１7年度

平成19年においては、18年度に実施の耐震診断業務、実施設計業
務並びにエレベーター設置にかかる設計業務の結果に基づいて耐
震補強を主として、屋根、防水、外壁等の改修、エレベーター設
置工事を実施。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成21 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 20%

人件費 円 0.44 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

平成18年度耐震診断の結果、耐震補強の対応が困難であることが判明したため改築を行う。また、昭和
33年建設のプールについても老朽化が著しく改築するもの。

快適な学習環境を整備し、生徒の学習環境の向上を図る。

人権行政
推進の視点

事業の目的

事業の概要

説明
学校施設は主として児童・生徒が使用・利用するが、災害時、催し等においては市民の利用も多く、学
校施設の利用は増加が見込まれるため、耐震補強による安全性の向上以外に老朽化の改修等についても
継続的な対応を検討していく必要がある。

年度までに
目標値

耐震診断結果により補強が困難となり改築を行うことによる。環
境整備並びに向上を図ることができる。

完了

実施計画事業調書

3,960,000 （正職員

工事進捗率

調査研究委託料　1,522,500

実績値

20,107,500

20,107,500

設計業務委託料　18,585,000教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

住道北小学校改築事業

事業費総額

特定財源
事業名

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進してい
るところである。

平成１7年度

平成19年度に地質調査および設計業務委託を完了。
平成20～21年度に工事を実施する。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 03

指標 成果指標

平成20 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 20%

人件費 円 0.44 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

平成１7年度

平成１９年度に地質調査および設計業務を実施。
平成２０年度に工事を実施する。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

地震が発生しても倒壊し
にくい学校づくりをする
ことで、災害時等に子ど
もたちや地域住民の生命
や安全を守る安心できる
拠点づくりを推進してい
るところである。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

中学校費

南郷中学校改築事業

事業費総額

特定財源
事業名

25,526,500

設計業務委託料　22,050,000

報償費　116,500

実施計画事業調書

3,960,000 （正職員

工事進捗率

調査研究委託料　3,360,000

実績値

25,526,500

事業の目的

事業の概要

説明
学校施設は主として児童・生徒が使用・利用するが、災害時、催し等においては市民の利用も多く、学
校施設の利用は増加が見込まれるため、耐震補強による安全性の向上以外に老朽化の改修等についても
継続的な対応を検討していく必要がある。

年度までに
目標値

老朽化した校舎について、文科省が定めている耐力度設計に基づ
き、調査を行った結果、予想以上に評価としては悪く、早期に校
舎改築の結論を出すこととなった。

完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、生徒が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

昭和38～39年度に建設の鉄骨造2階建の校舎の老朽化が著しく、耐震補強等の対応が困難であると判明し
たため改築する。

快適な学習環境を整備し、生徒の学習意欲を向上させる。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成19 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 100%

人件費 円 0.4 人） （非常勤職員等 0 人）

継続

平成１7年度

平成19年度には小学校体育館の耐震診断を実施。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

児童および市民の生命・
安全を守る拠点を整備す
るための診断を完了し
た。
診断結果に基づく補強工
事は平成20年度に実施す
る。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

小学校耐震診断事業

事業費総額

特定財源
事業名

【繰明】14,929,000

実施計画事業調書

3,600,000 （正職員

診断進捗率

調査研究委託料　14,929,000

実績値

14,929,000

事業の目的

事業の概要

説明

年度までに
目標値

体育館の耐震診断における判定結果が出たことにより完了した。

○完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

建築物の耐震改修の促進に関する法令により、災害時に重要な役割を果たすべき建築物については、耐
震診断を実施する。（体育館）

災害時に重要な役割を果たす小学校体育館の耐震診断を実施する。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 02

指標 成果指標

平成20 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 0%

人件費 円 0 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

平成１7年度

平成20年度において、耐震診断結果に基づく補強工事の設計業務
並びに工事を実施する。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。

廃止検討

人権行政
推進の成果

平成19年度は実施できな
かった。
平成20年度中事業完了
し、本事業に係る児童お
よび市民の生命・安全を
守る拠点を整備するとい
う目的を完遂する。

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

教育費

事業費内訳

学校教育部

小学校費

小学校体育館耐震補強事業

事業費総額

特定財源
事業名

実施計画事業調書

0 （正職員

工事進捗率

実績値

0

事業の目的

事業の概要

説明 体育館については、耐震結果に基づく補強工事の設計業務並びに工事の施工を平成20年度に実施する。

年度までに
目標値

平成19年度は実施できなかった。
平成20年度中事業完了し、本事業に係る児童および地域住民の生
命・安全を守る拠点を整備するという目的を完遂する。

完了

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、児童が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

建築物の耐震改修の促進に関する法令により、災害時に重要な役割を果たすべき建築物については、耐
震診断を実施し、体育館の診断結果に基づき補強を実施する。

小学校体育館の耐震化を行うため、診断結果に基づき補強を実施する。

人権行政
推進の視点



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 03

指標 成果指標

平成19 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 100%

人件費 円 0.4 人） （非常勤職員等 0 人）

継続

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、生徒が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

建築物の耐震改修の促進に関する法令により、災害時に重要な役割を果たすべき建築物については、耐
震診断を実施する。（体育館）

災害時に重要な役割を果たす中学校体育館の耐震診断を実施する。

人権行政
推進の視点

事業の目的

事業の概要

説明

年度までに
目標値

体育館の耐震診断における判定結果が出たことにより完了した。

○完了

実施計画事業調書

3,600,000 （正職員

診断進捗率

調査研究委託料　7,242,500

実績値

7,242,500

【繰明】7,242,500

教育費

事業費内訳

学校教育部

中学校費

中学校耐震診断事業

事業費総額

特定財源
事業名

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

廃止検討

人権行政
推進の成果

生徒および市民の生命・
安全を守る拠点を整備す
るための診断を完了し
た。
診断結果に基づく補強工
事は平成20年度に実施す
る。

平成１7年度

平成19年度には中学校体育館の耐震診断を実施。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。



所属 学校管理課

国補助

府補助

その他

一般財源

款 09

項 03

指標 成果指標

平成20 平成19年度 平成１8年度

指標を 100% 0%

人件費 円 0 人） （非常勤職員等 0 人）

○継続

事業の
スケジュール

災害に強い学校施設の整
備は、生徒が安心して学
ぶ権利の保障につなが
る。また、学校施設は災
害時には避難所としての
機能を合わせもつことか
ら、広く市民の安全の確
保に資する。

建築物の耐震改修の促進に関する法令により、災害時に重要な役割を果たすべき建築物については、耐
震診断を実施し、体育館の診断結果に基づき補強を実施する。

中学校体育館の耐震化を行うため、診断結果に基づき補強を実施する。

人権行政
推進の視点

事業の目的

事業の概要

説明 体育館については、耐震結果に基づく補強工事の設計業務並びに工事の施工を平成20年度に実施する。

年度までに
目標値

平成19年度は実施できなかった。
平成20年度中事業完了し、本事業に係る児童および地域住民の生
命・安全を守る拠点を整備するという目的を完遂する。

完了

実施計画事業調書

0 （正職員

工事進捗率

実績値

0

教育費

事業費内訳

学校教育部

中学校費

中学校体育館耐震補強事業

事業費総額

特定財源
事業名

平成19年度

（単位：円）

委員会名 いきいき委員会

廃止検討

人権行政
推進の成果

平成19年度は実施できな
かった。
平成20年度中事業完了
し、本事業に係る生徒お
よび市民の生命・安全を
守る拠点を整備するとい
う目的を完遂する。

平成１7年度

平成20年度において、耐震診断結果に基づく補強工事の設計業務
および工事を実施する。
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事業の評価

事業の成果

今後の方向性

にする。


